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都道府県ロードマップ（Ver2.0）作成・公表の目的等

１．目的

本ロードマップの作成、公表により、ブロードバンドの整備が遅れている地域等の姿を明確に
するとともに、各地域における２０１０年度までのブロードバンド整備の目標をロードマップの形
で示すことで、ブロードバンド・ゼロ地域の１００％解消に向けた取組や進捗状況等の情報につ
いて、様々な関係者が共有し、今後のブロードバンド整備の促進に向けた活動の実施に資する
ことを目的としている。

２．作成主体

都道府県、市町村、事業者、国（総務省総合通信局等）等が参加した地域レベルのブロード
バンド推進体制において作成された都道府県ロードマップを、全国的な推進体制である(財)全
国地域情報化推進協会（情報通信インフラ委員会及び同委員会ブロードバンド全国整備促進
ワーキンググループ）において取り纏めたもの。

３．作成時点

作成時点は２００８年２月末。ロードマップの対象年度は２００６年度～２０１０年度の５カ年間
である。※２００６年度については、実績を記載することとしている。



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （全国取り纏め版）
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１００％
（5,126.8万世帯）

９２．７％
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ゼロ地域
（世帯数）
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９５．５％
（4,896.7世帯）

８２．３％
（4,219.8万世帯）

８６．０％
（4,411.6万世帯）

８８．０％
（4,513.1万世帯）

９０．５％
（4,638.4万世帯）

９７．６％
（5,004.0万世帯）

９８．４％
（5,047.3万世帯）

９９．１％
（5,082.3万世帯）

230.1万世帯

（※１）上記世帯数は都道府県毎のロードマップデータを集計したものであり、数値としては幅をもってみるべきもの。
また、総務省公表「ブロードバンドの整備状況」における推計値等とも一致しない。

（※２）目標に向けた整備の方向性を示したものであり、上記の数値には現時点で整備詳細の検討に至っていない地域も含んでいる。

122.8万世帯
44.5万世帯79.5万世帯



都道府県ロードマップ（Ver2.0)の取り纏め結果について ①

◆ 工程表の分析

① 全国取り纏め版について

２０１０年度末時点において
・ブロードバンド（全体）世帯カバー率１００％
・ブロードバンド（超高速）世帯カバー率９２．７％
目標達成に向けた取組が行われているところ。

② 各都道府県の工程表について

・２００６年度末時点で既にブロードバンド・ゼロ地域が解消されている（世帯カバー率
が１００％に達している）都道府県は、神奈川県、富山県、三重県の３県。また、佐賀県
は、２００８年度末までにブロードバンド・ゼロ地域を解消するとの目標を掲げている。

・３５の都道府県が、２０１０年度までに超高速ブロードバンドの世帯カバー率を９０％
以上とすることを目標に掲げている。

・神奈川県は2006年度末時点で既に超高速ブロードバンドについても世帯カバー率
１００％達成済み。また、大阪府は超高速ブロードバンドについても2010年度末までの
世帯カバー率１００％達成を目指している。



都道府県ロードマップ（Ver2.0)の取り纏め結果について ②

◆ フローチャートの分析 ①

・ロードマップに記載されている市町村（地域）のブロードバンド基盤に関する「計画・整備
状況」は次のとおりである。

★ 既に整備済みである地域 約２９０市町村 約７８万世帯
★ 整備中である地域 約１００市町村 約２６万世帯

★ 整備詳細を計画中である地域 約１８０市町村 約３３万世帯
★ 整備詳細の計画に至っていない地域 約６００市町村 約５０万世帯

（うち、個別の理由により現行制度では著しく整備が困難な地域 約１８０市町村 約１１万世帯）

※上記市町村数、世帯数は都道府県毎のロードマップデータを集計したもの。
※ ２００６年度～２０１０年度の５カ年間が対象であり、２００５年度以前に整備済みとなっている地域は基本的には
含んでいない（一部の都道府県ロードマップでは２００５年度以前の情報も含まれている。）。

※市町村単位ではなく、複数市町村を一纏めにした大きな地域を単位としてフローチャートに記載している場合は、
当該１地域を１市町村と見なして計上した（例：県西部の一部地域。ただし、「５市町村」のように複数市町村を一纏
めにした場合であっても市町村数が明らかになっている場合は、当該市町村数を計上した。）。また、広域連合につ
いても１市町村と見なして計上した。

※フローチャートに世帯数が記載されていない市町村（地域）の世帯数については計上していない。

したがって、上記市町村数、世帯数は幅をもってみるべきものである。

（注）ロードマップVer2.0作成時点（２００８年２月末）の状況



都道府県ロードマップ（Ver2.0)の取り纏め結果について ③

・既に整備済みである地域及び現在整備中である地域約３９０市町村のうち、約１６０市町
村が総務省や他省庁の支援策、地方財政措置制度等、何らかの国の支援制度を活用し
ている。

また、整備詳細を計画中である地域及び整備詳細の計画に至っていない地域約７８０市
町村のうち、約１５０市町村が現時点で国の支援制度を活用することを検討している。

・整備対象施設の傾向としては、市町村単位で全体の約２５％がFTTH、約２０％がDSL、
約１１％がCATV、約１０％が無線による整備を行っているもしくは検討しているところ（残
りは「未定」、「未検討」等。）。

・整備運営方式の傾向としては、民設民営方式が最も多く、市町村単位で全体の約３７％、
ついで公設民営方式が約１５％、公設公営方式が約６％となっている（残りは「未定」、「未
検討」等。）。

◆ フローチャートの分析 ②



都道府県ロードマップ（Ver2.0)の取り纏め結果について ④

１．工程表によると、２０１０年度末時点で
・ブロードバンド（全体）世帯カバー率１００％
・ブロードバンド（超高速）世帯カバー率９２．７％
目標達成に向けた取組が行われているところ。

２． 2006年度以降約７８万世帯が整備され、現在約２６万世帯が整備中
となっている。一方、約３３万世帯が整備詳細の計画を行っているところ
であり、整備詳細の計画に至っていない地域も約５０万世帯存在する。

３．整備詳細を計画中である地域や整備詳細の計画に至っていない
地域においても、着実にブロードバンド整備が実現するよう、デジタル・
ディバイド解消戦略会議の議論を踏まえつつ、地方公共団体、事業者、
国等が連携して整備への道筋を付けていくことが重要であると考える。

◆ まとめ



都道府県ロードマップ（Ｖｅｒ２．０）の例
(新潟県の例）



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （新潟県）
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９４．２％
（７７．７万世帯）
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（８３．１万世帯）
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１．６万世帯

超高速
（内数）

／３５市町村

／８２．４万世帯４．７万世帯

１

５２．７％
（４３．５万世帯）

９５．２％
（７８．５万世帯）

５６．０％
（４６．２万世帯）

７０．９％
（５９．０万世帯）

７３．８％
（６１．３万世帯）

７６．７％
（６３．８万世帯）

９７．１％
（８０．７万世帯）

９７．９％
（８１．４万世帯）

９９．１％
（８２．４万世帯）

０．６万世帯
２．３万世帯

３．９万世帯

様式１

【留意事項】
本工程表は新たな支援制度の創設等を前提に作成したものです。
総世帯数については、2006年度以前は2006年3月末、2007年度以降は2007年3月末の住民基本台帳の値を基本としている。

１

解消！

１

／８３．１万世帯



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （新潟県）

２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度

※「計画・整備状況」・・・ Ａ ： 整備済み Ｃ ： 整備詳細を計画中Ｂ ： 整備中

様式２

Ｄ ： 整備を検討中 Ｓ ： 著しく整備困難Ｅ ： 未検討

三条市
計画・整備状況Ｃ

整備世帯数500世帯

十日町市
計画・整備状況Ｃ

整備世帯数2,500世帯（但し、整備事業は全世帯）

佐渡市
計画・整備状況Ｂ

整備世帯数5,700世帯

胎内市
計画・整備状況Ａ

整備世帯数700世帯

阿賀町
計画・整備状況Ｃ

整備世帯数3,000世帯（但し、整備事業は全世帯）

朝日村
計画・整備状況Ａ

整備世帯数1,500世帯（但し、整備事業は全世帯）

妙高市
計画・整備状況Ｃ

整備世帯数100世帯（但し、整備事業は全世帯）

粟島浦村
計画・整備状況Ｃ

整備世帯数200世帯

山北町
計画・整備状況Ｂ

整備世帯数1,200世帯（但し、整備事業は全世帯）

下越の一部地域（※いずれかの年度で整備）
計画・整備状況Ｄ

整備世帯数2,700世帯

長岡市の一部
計画・整備状況Ｂ

整備世帯数400世帯



整備世帯数 ： 78.5万世帯
世帯カバー率（高速）：95.2%
世帯カバー率（超高速）：56.0%

整備世帯数 ： 80.7万世帯
世帯カバー率（高速）：97.1%
世帯カバー率（超高速）：70.9%

整備世帯数 ： 81.4万世帯
世帯カバー率（高速）：97.9%
世帯カバー率（超高速）：73.8%

整備世帯数 ： 82.4万世帯
世帯カバー率（高速）：99.1%
世帯カバー率（超高速）：76.7%

整備世帯数 ： 83.1万世帯
世帯カバー率（高速）：100.0%
世帯カバー率（超高速）：81.2%

整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （新潟県）

２００６年度

達成目標

２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

※「計画・整備状況」・・・ Ａ ： 整備済み Ｃ ： 整備詳細を計画中Ｂ ： 整備中

様式２

Ｄ ： 整備を検討中 Ｓ ： 著しく整備困難Ｅ ： 未検討

下越の一部地域（※いずれかの年度における整備を目指す）
計画・整備状況Ｅ

整備世帯数2,200世帯

下越の一部地域（※いずれかの年度における整備を目指す）
計画・整備状況Ｓ

整備世帯数800世帯

中越の一部地域（※いずれかの年度で整備）
計画・整備状況Ｄ

整備世帯数900世帯

中越の一部地域（※いずれかの年度における整備を目指す）
計画・整備状況Ｅ

整備世帯数3,900世帯

中越の一部地域（※いずれかの年度における整備を目指す）
計画・整備状況Ｓ

整備世帯数7,000世帯

上越の一部地域（※いずれかの年度で整備）
計画・整備状況Ｄ

整備世帯数3,700世帯

上越の一部地域（※いずれかの年度における整備を目指す）
計画・整備状況Ｓ

整備世帯数1,200世帯



整備目標の実現に向けた具体的な取組【詳細事項】 （新潟県） 様式２〔別紙〕

※「計画・整備状況」・・・ Ａ ： 整備済み Ｃ ： 整備詳細を計画中Ｂ ： 整備中 Ｄ ： 整備を検討中 Ｓ ： 著しく整備困難Ｅ ： 未検討

《三条市》
（１）整備予定年度

2008年度
（２）整備対象地域
市の一部地域

（３）整備対象世帯数
500世帯

（４）整備対象施設
FTTH

（５）整備運営方式
公設民営方式

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
未定

（８）計画・整備状況
Ｃ

《十日町市》
（１）整備予定年度

2008～2009年度
（２）整備対象地域
市の一部地域
（但し、整備事業は全域）

（３）整備対象世帯数
2,500世帯
（但し、整備事業は全世帯）

（４）整備対象施設
FTTH

（５）整備運営方式
公設民営等

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
過疎債

（８）計画・整備状況
Ｃ

《妙高市》
（１）整備予定年度

2008～2009年度
（２）整備対象地域
市の一部地域
（但し、整備事業は全域）

（３）整備対象世帯数
100世帯
（但し、整備事業は全世帯）

（４）整備対象施設
FTTH

（５）整備運営方式
民設民営

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
地域情報通信基盤整備
交付金

（８）計画・整備状況
Ｃ

《胎内市》
（１）整備予定年度

2006年度（整備完了）
（２）整備対象地域
市の一部地域

（３）整備対象世帯数
700世帯

（４）整備対象施設
ADSL

（５）整備運営方式
民設民営方式

（６）想定総事業費
1,700万円

（７）活用（予定）支援策
県補助金

（８）計画・整備状況
Ａ

《佐渡市》
（１）整備予定年度

2006～2007年度
（２）整備対象地域
市の一部地域

（３）整備対象世帯数
5,700世帯

（４）整備対象施設
CATV

（５）整備運営方式
公設民営方式

（６）想定総事業費
約17億円

（７）活用（予定）支援策

（８）計画・整備状況
Ｂ

《山北町》
（１）整備予定年度

2007～2008年度
（２）整備対象地域
町の一部地域
（但し、整備事業は全域）

（３）整備対象世帯数
1,200世帯
（但し、整備事業は全世帯）

（４）整備対象施設
FTTH

（５）整備運営方式
公設民営方式

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
地域情報通信基盤整備
推進交付金

（８）計画・整備状況
Ｂ

《粟島浦村》
（１）整備予定年度

2008年度
（２）整備対象地域
村全域

（３）整備対象世帯数
200世帯

（４）整備対象施設
ADSL

（５）整備運営方式
民設民営方式

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
県補助金

（８）計画・整備状況
Ｃ

《朝日村》
（１）整備予定年度

2006～2007年度（整備完
了）

（２）整備対象地域
村の一部地域
（但し、整備事業は全域）

（３）整備対象世帯数
1,500世帯
（但し、整備事業は全世帯）

（４）整備対象施設
FTTH

（５）整備運営方式
公設民営方式

（６）想定総事業費
約9億7千万円

（７）活用（予定）支援策
過疎対策事業債

（８）計画・整備状況
Ａ

《下越地域の一部》
（１）整備予定年度

2008～2010年度の内いず
れか
（２）整備対象地域
一部地域

（３）整備対象世帯数
2,700世帯

（４）整備対象施設
未定

（５）整備運営方式
未定

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
未定

（８）計画・整備状況
Ｄ

《阿賀町》
（１）整備予定年度

2008～2009年度
（２）整備対象地域
町の一部地域
（但し、整備事業は全域）

（３）整備対象世帯数
3,000世帯
（但し、整備事業は全世帯）

（４）整備対象施設
FTTH

（５）整備運営方式
公設民営方式

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
過疎債特別枠

（８）計画・整備状況
Ｃ

《中越地域の一部》
（１）整備予定年度

2008～2010年度の内いず
れか
（２）整備対象地域
一部地域

（３）整備対象世帯数
900世帯

（４）整備対象施設
未定

（５）整備運営方式
未定

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
未定

（８）計画・整備状況
Ｄ

《長岡市の一部》
（１）整備予定年度

2007年度
（２）整備対象地域
市の一部地域

（３）整備対象世帯数
400世帯

（４）整備対象施設
FTTH

（５）整備運営方式
公設民営方式

（６）想定総事業費
約3億8千万円

（７）活用（予定）支援策
市町村合併推進体制整備
費補助金、過疎対策事業債

（８）計画・整備状況
Ｂ



整備目標の実現に向けた具体的な取組【詳細事項】 （新潟県） 様式２〔別紙〕

※「計画・整備状況」・・・ Ａ ： 整備済み Ｃ ： 整備詳細を計画中Ｂ ： 整備中 Ｄ ： 整備を検討中 Ｓ ： 著しく整備困難Ｅ ： 未検討

《中越地域の一部》
（１）整備予定年度

2008～2010年度の内い
ずれかでの整備を目指す

（２）整備対象地域
一部地域

（３）整備対象世帯数
3,900世帯

（４）整備対象施設
未定

（５）整備運営方式
未定

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
未定

（８）計画・整備状況
Ｅ

《中越地域の一部》
（１）整備対象地域
一部地域

（２）整備対象世帯数
7,000世帯

（３）整備困難な理由
・採算性から民間事業者
の整備が困難

・通信事業者の管轄が市
町村区域をまたいでい
るため支援措置が受け
られない。

・財政的余裕がない
（４）計画・整備状況
Ｓ

《上越地域の一部》
（１）整備対象地域
一部地域

（２）整備対象世帯数
1,200世帯

（３）整備困難な理由
・採算性から民間事業者の
整備が困難

（４）計画・整備状況
Ｓ

《下越地域の一部》
（１）整備対象地域
一部地域

（２）整備対象世帯数
800世帯

（３）整備困難な理由
・採算性から民間事業者で
の整備が困難

（４）計画・整備状況
Ｓ

《下越地域の一部》
（１）整備予定年度

2008～2010年度の内い
ずれかでの整備を目指す

（２）整備対象地域
一部地域

（３）整備対象世帯数
2,200世帯

（４）整備対象施設
未定

（５）整備運営方式
未定

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
未定

（８）計画・整備状況
Ｅ

《上越地域の一部》
（１）整備予定年度

2008～2010年度の内いず
れか
（２）整備対象地域
一部地域

（３）整備対象世帯数
3,700世帯

（４）整備対象施設
未定

（５）整備運営方式
未定

（６）想定総事業費
未定

（７）活用（予定）支援策
未定

（８）計画・整備状況
Ｄ
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